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1.はじめに

平成� 23年� 3月� 11日に発生した東北地方太平洋沖地震によ る津波に起因

する福島第一原子力発電所事故については、 皆さまに大変なご心配 とご迷惑を

おかけしており、現在も、園、地方自治体及び当社を含む事業者等の関係機関

が一体となって、この災害を抑えるべく 対応をしているとと ろである。

本書は、平成� 23年 4月� 21日に受領した経済産業大臣指示文書� [福島第二

原子力発電所の緊急安全対策について(指示) J(平成� 23・04・20原第� 20号)

に基づき、冷温停止状態での津波による電源機能喪失時において、� 3つの機能

(交流電源を供給する全ての設備の機能、海水を使用 して原子炉施設を冷却す

る全ての設備の機能及び使用済燃料プールを冷却する全ての設備の機能)を喪

失したとしても、炉心損傷及び使用済燃料の損傷を防止し、放射性物質の放出

を抑制しつつ、原子炉施設の冷却機能の回復を図るための緊急安全対策につい

て実施状況を報告するものである。

ムを含めた今回の事故の全体像の把握及び、 そのズ、今後、津波の発生メカニ

分析 ・評価を行い、これらに対応したさらなる必要な対策を講 じていくこと に

なるが、原子力発電所の安全確保に万全を期すとともに、実施可能な対応を速

やかに行う必要があると認識している。� 

2.福島第一原子力発電所で発生した事故について� 

2. 1 福島第一原子力発電所事故の想定される直接要因


福島第一原子力発電所事故は、 巨大地震に付随 した津波により、


(1)所外電源の喪失とともに緊急時の電源が確保できなかったこ と� 

(2) 原子炉停止後の炉心からの熱を最終的に海中に放出する海水系施設、

若しくはその機能が喪失したこと� 

(3)使用済燃料プーノレの冷却やプーノレへの通常の所内水供給が停止の際

に、機動的に冷却水の供給がで、き なかったこ と

が事故の拡大をもたらし、 原子力災害に至らせ、 若 しくは災害規模を大

きくした直接的要因と考え られる。� 

2. 2 経済産業大臣指示文書に基づく要求事項

津波により� 3つの機能(交流電源を供給する全ての設備の機能、海水

を使用して原子炉施設を冷却する企ての設備の機能及び使用済燃料プ

ールを冷却する全ての設備の機能)を喪失 したとしても、炉心損傷や使

用済燃料の損傷を防止し、 放射性物質の放出を抑制しつつ原子炉施設の

冷却機能の回復を図るために、 緊急安全対策と して、 以下の対策を講じ

ること O
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I具体的要求事項]

①緊急点検の実施

津波に起因する緊急時対応のための機器及び設備の緊急点検の実施

②緊急時対応計画の点検及び訓練の実施

交流電源を供給する全ての設備の機能、海水により 原子炉施設を冷

却する全ての設備の機能及び使用済燃料プールを冷却する全ての設

備の機能の喪失を想定した緊急時対応計画の点検及び訓練の実施

③緊急時の電源確保

福島第二原子力発電所内の電源が喪失し、 緊急時の電源、が確保でき

ない場合に、必要な電力を機動的に供給する代替電源の確保

④緊急時の最終的な除熱機能の確保

海水系施設又はその機能が喪失した場合を想定した機動的な除熱機

能の復旧対策の準備

⑤緊急時の使用済燃料プーノレの冷却確保

使用済燃料プーノレの冷却及び使用済燃料プールへの通常の福島第二

原子力発電所内の水供給が停止 した際に、機動的に冷却水を供給する

対策の実施

⑤福島第二原子力発電所における構造等を踏まえた当面必要となる対

応策の実施� 

3. 福島第二原子力発電所のプラント冷温停止状況� 

3. 1 東北地方太平洋地震 ・津波後の設備状況

地震発生当時、福島第二原子力発電所� 1"-'4号機は定格熱出力運転中

で、あったが、「地震加速度大」により 原子炉は自動スクラムした。自動ス

クラム直後に全制御棒全挿入および原子炉の未臨界を確認し、原子炉の

冷温停止および使用済燃料プーノレの冷却機能の確保に必要な設備(外部

電源を含む)は健全で安定した状態である ととを確認した。

しかし、地震後の津波により、� 3号機以外の� 1，2，4号機において、

原子炉の冷温停止および使用済燃料プールの冷却機能の確保に必要な海

水冷却設備が被水したため、原子炉の除熱機能が喪失した。

直ちに、� 1，2，4号機の海水冷却設備� 1系統を使用可能とするため

被水した設備の復旧を行うとともに、 電源車等によ る電源供給を実施す

ることにより原子炉の除熱機能を復旧させ、� 1"-'4号機すべてを冷温停

止とした。� 
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3. 2 現時点でのプラント冷温停止状況

福島第二原子力発電所 1~4 号機は、残留熱除去系 1 系統により原子

炉の冷温停止維持および使用済燃料プールの冷却を行い、 プラ ン トは安

定な状況を維持している。

また、非常用ディーゼ、ル発電機においては、各号機� 2台分の容量を確

保している。なお、� 1号機については、他号機の非常用ディーゼル発電

機から融通できる構成となっており、 手順を確立している。� 

4.福島第一原子力発電所事故を踏まえた緊急安全対策� 

4. 1 対応の流れ

津波により� 3つの機能を喪失した場合においても、以下のとおり対応

することにより原子炉及び使用済燃料プーノレの冷却が確保され、炉心損

傷及び使用済燃料の損傷を防止し、放射性物質の放出を抑制する。

(添付資料-1，添付資料一� 2)

地震の影響により外部電源が喪失した状態において、さ らに津波の影

響にて海水系設備の機能が喪失 し、非常用ディーゼ、ル発電機の冷却を行

うことができなくなり、同発電機の機能も喪失した場合、全交流電源の

喪失に至る。

全交流電源喪失後も、 蓄電池により 直流電源は維持きれ、 必要なプラ

ントの監視・制御は維持されるが、蓄電池の容量は限ちれている。また、

全交流電源喪失に伴い緊急時炉心冷却系による原子炉への注水機能が

喪失しており、原子炉隔離時冷却系も冷温停止中であるため使用できな

い。今回、福島第一原子力発電所の事故を踏まえて、この事象に対して

以下のとおり対応の手順を定めた。

(1)全交流電源喪失時の電源確保

全交流電源喪失時、監視 ・制御用電源である直流電源の枯渇を防止

するため、� 10時間以内に電源車から蓄電池の充電器に電力を供給

する。また、緊急時の対応に必要となる機器へも電力を供給する。

(添付資料一 3 (1)) 

(2) 原子炉の注水 ・冷却機能強化

電源車により直接電源を供給する ととにより、サプレッシ ョンプ

原子炉への注水を行う 。で、ールを水源とし、残留熱除去系封水ポンフ。

また、水源で、あるサプレッションプールの水位が低下し、 管理レ

ベルに達した場合には、 復水貯蔵タンクを水源とし、 復水移送ポン

プによる注水へ切替えを行う。もしくは、ディ ーぜノレ駆動消火ポン

プまたは消防車を運転し、ろ過水タンクまたは防火水槽を水源とし

て原子炉への注水を行う。� 
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さらに、消防車の水源であるろ過水タンクまたは防火水槽が枯渇

した場合、消防車により海水を防火水槽へ供給し、 原子炉への注水

を継続する。

(添付資料-3  (2)) 

(3) 淡水水源の確保

ある復水貯蔵タで、復水移送ポンプによる注水を継続する と、 水源

ンクは、注水を� 2'""'"'4日程度継続した段階で、枯渇する。枯渇の防止

として、発電所内のタンクに保有する淡水を純水移送ポンプ� (電源

車により電源供給)より復水貯蔵タンクへ水を補給し、 原子炉への

注水を継続する。

(添付資料-3 (3)) 

(4)原子炉格納容器の減圧機能の確保

海水系の機能の喪失に伴い、除熱機能が失われることから、原子

炉格納容器内の圧力が徐々に上昇する。この場合、べン ト操作を的

確に実施し、原子炉格納容器の健全性を確保する。しかし、全交流

電源が喪失しており、さらにはこの影響により計装用圧縮空気系が

使用できないため、 電動弁及び空気作動弁の駆動ができない。

このような状況においても、 速やかに原子炉格納容器のベン ト操作

を実施できるよう、 電動弁については手動にて駆動 し、空気作動弁

については空気ボンべにより駆動させる。

(添付資料一 3 (4)) 

(5)使用済燃料プールの注水 ・冷却機能強化

電源車により直接電源を供給する ことにより、 復水貯蔵タンクを水

源とし、復水移送ポンプ。で、使用済燃料プールへの注水を行う。 また、

復水貯蔵タンクが枯渇した場合は、純水タ ンクを水源と し、純水移送

ポンプによる注水へ切替えを行う。もしくは、ディーゼノレ駆動消火ポ

ンプまたは消防車を運転し、ろ過水タンクまたは防火水槽を水源とし

て使用済燃料プーノレへの注水を行う。

また、消防車の水源で、あるろ過水タ ンクまたは防火水槽が枯渇し

た場合、消防車により海水を防火水槽へ供給し、 使用済燃料プール

への注水を継続する。

(添付資料 3 (5)) 

(6)原子炉 ・使用済燃料プールの除熱機能強化

崩壊熱の除去手段として、 津波の影響により使用不能となった残留

熱除去冷却海水系ポンプ、残留熱除去冷却系ポンプモータを予備の� 
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モータと交換する ととで除熱機能を復旧し、 電源草により電源を供

給することにより残留熱除去系を運転 し、 原子炉ならびに使用済燃

料プールを除熱する。

(添付資料-3  (6)) 

上記の対応により、原子炉の除熱が可能となり、 原子炉の冷温停止状

態を維持させることができる。� 

4. 2対策の検討にあたり考慮した事項

対応手JI慣は、実際に津波による被害が発生 した場合においても実効性

のある手順とすべく、電源・水源、 ・駆動源の確保、現場へのアクセス性、

作業環境、通信連絡手段、 資機材の保管場所等について考慮し作成 した。

(添付資料-4、添付資料-5) 

5. 緊急安全対策の実施状況

津波により� 3つの機能を喪失した場合において、 上述の対応手順により 、炉

心損傷及び使用済燃料の損傷を防止し、放射性物質の放出を抑制しつつ、原子

炉施設の冷却機能の回復を図るため、経済産業大臣から示された� 6項目の指示

内容について、以下のとおり 緊急安全対策を実施した。� 

5. 1 緊急点検の実施

津波に起因する緊急時対応のために必要となる機器及び設備につい

て外観確認や機能確認を実施した。その結果、平成� 23年� 5月� 14 r.:Jま

でに異常がないことを確認した。

(添付資料-6) 

5. 2 緊急時対応計画の点検及び訓練の実施

津波により� 3つの機能が喪失した場合における原子炉施設の保全の

ための活動を行う体制の整備を図るため、本!苫制定の 「原子力災害対策

マニュアノレj の中に、① 必要な計画の策定、② 必要な要員の配置、� 

③ 訓練に関する措置、④ 必要な資機材を備え付けること、⑤ 定期

的な評価、について記載した。また、 具体的な対応手順として、発電所

制定の「津波アクシデントマネジメントの手引き」 を各号機において新

規に制定した。

(添付資料 7) 

以上の手順等を基にして、緊急時の訓練を実施し(5月� 13日)、 手

順の実効性及び複数号機で同時に事象が発生 した場合における実効性

を確認するとともに、課題を抽出し改善を行った。

(添付資料-8) 
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5. 3 緊急時の電源確保

全交流電源喪失時において、 残留熱除去系封水ポンプによる原子炉へ

の注水機能、プラント状態の監視機能を維持するため、 電源車等により

充電器に電源供給する手順、及び復水移送ポンプ等を運転するための電� 

慣に必要とな)1源を電源車等により供給する手順を策定した。また、同手

る電源容量をまかなうことのできる電源車等を高台に配備すると共に、

電源車等から電源盤までの聞に必要な接続ケープ?ル等を配備 した。さ ら

に、対策要員に対し、訓練を実施し、 改善点を抽出し反映を行った。

また、モニタリングポストについても、 発電所周辺の放射線量を継続� 

慣を策定 し、 必要)1的に計測するため、発電機等により 電源を供給する手

な資機材を配備した。� 

5. 4 緊急時の最終的な除熱機能の確保� 

(1) 原子炉の注水 ・冷却機能強化

残留熱除去系封水ポンプの機能が喪失した場合においても、原子炉へ

の注水を継続するための代替注水の手順(原子炉減圧の手順を含む)を

策定した。また、同手順に必要となる資機材を高台に配備 した。さらに、

対策要員に対し訓練を実施し、改善点を抽出し反映を行った。� 

(2) 	 淡水水源の確保

代替注水の水源となる復水貯蔵タンク の枯渇を防止するため、純水補� 

慎を策定するとともに、消防車等による水源確)1給水系による水源確保手

保手順も策定した。

また、同手順に必要となる資機材を構内の高台に配備 した。さらに、

対策要員に対し訓練を実施し、改善点を抽出し反映を行った。� 

(3) 原子炉格納容器の減圧機能の確保

全交流電源喪失時においても原子炉格納容器べント操作が可能とす

るよう、予備ボンベ等を用いた原子炉格納容器ベント操作手順を策定し

た。さらに、対策要員に対し訓練を実施し、改善点を抽出し反映を行っ

た。� 

5. 5緊急時の使用済燃料プールの冷却確保

全交流電源喪失時においても使用済燃料プールへの注水 ・冷却を継続

するため、代替注水の手順を策定した。また、同手順に必要となる資機

材を高台に配備した。さらに、対策要員に対し訓練を実施し、 改善点を

抽出し反映を行った。� 
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5. 6 構造等を踏まえた当面必要となる対応策の実施

(1) 安全上重要な設備が設置されている建屋の浸水防止

余震の津波 ・浸水による電源や除熱機能の喪失を防止するため、津波

発生時に発電所構内へ集中的に津波が遡上 した発電所南側海岸アクセ

ス道路に築堤すると共に熱交換器建屋扉 ・ハッチ廻り に土嚢を積み、浸

水防止対策を実施した。� 

(添付資料� 9) 

(2) 構内道路等のアクセス性確保

津波来襲後の構内道路等のアクセス性の確保のため、 重機 (ホイ ~Jレ

ローダ等)及び砕石を配備した。� 

5. 7 緊急安全対策のまとめ

上記の緊急安全対策を� 5月� 19日までに完了 した。とれらの緊急安全

対策により、津波により� 3つの機能が喪失する状況にあっても、炉心煩

傷や使用済燃料の損傷を防止することが可能である。

また、東北地方太平洋地震後の津波により、 被水した原子炉の冷温停

止及び使用済燃料プーノレの除熱に必要な設備(電源設備も含む)の計画

的な復旧を行い、プラント冷祖停止状態の信頼性向上を図ってし� 1くO

(添付資料-1 0) 

6. 今後の対策について

今後も緊急時対応計画に係る手JI頃については、継続的に改善を図るとともに、

訓練を継続的に実施し、緊急時における対応力の向上に努めてし� 1く。さらには、� 

3つの機能の喪失防止、あるいは万一、機能を喪失した場合における対応力向

上のため、緊急安全対策に加えて、既設設備の強化や必要な設備の設置な どの

対策を実施する。

そこで¥福島第二原子力発電所での津波被害の経験を踏まえ、原子炉の冷温

停止状態ならびに使用済燃料プールの冷却機能を確実に維持するととを目的

として、今後の既設設備の強化等の対策を以下の考え方に基づき進める。

①安全上重要な設備が設置されている建屋内部への津波の侵入を防止

する。

②全交流電源喪失時における電源車等での電源供給の、よ り一層の信頼

性向上のため、大型の電源設備を設置する。� 

( 1 )安全上重要な設備が設置されている建屋の水密化等

安全上重要な設備の被水、水没を防止するため機器搬出入口や人員

出入用扉等の開口部、配管ダクト等の建屋貫通部の水密化を実施する

ととも に、給気ノレ←パ等の開口部については浸水を防止する構造を採
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用する。� 

(2)大型の電源設備の設置

電源車等による電源供給の信頼性や迅速性の向上を考慮 し、原子炉

および使用済燃料プールの冷却機能の確保等に必要な設備に対 して電

源を供給するための大型の電源設備を、発電所構内の高台に配置する。� 

(3 ) そのイ也

緊急時の情報収集や連絡に万全を期すため、環境モニタリング設備、

通信設備の増強を行う。

緊急安全対策ならびによ記に示す今後の対策を実施すると とにより 、� 3

つの機能が喪失したとしても、原子炉の冷温停止状態な らびに使用済燃料

フ。ールの冷却機能の維持が確実となるが、さらに� 3つの機能の喪失が生じ

るリスクを低減するとの観点から、築堤の拡大、 淡水水源の追加設置、空

の冷却機能喪失のリスク低減、ならびに、 大型電源設備に対する緊急用配

電盤の追設などによる全交流電源喪失のリ スク低減についても、実施要杏

の検討を行う。� 

7.まとめ

本書に記載した対策は、現在判明している知見に基づいたものであり、今後、

事故の全体像の解明が進み、事故の原因の分析や評価を行う過程で新たに判明

した知見について、必要な対策を図ってし� 1く。 また、 事故に伴い発生 した放射

性物質を含んだ廃液の取り扱いが大きな課題のーっと なっているが、これにつ

いても、今後、情報収集、分析並びに対策の検討を継続して実施する。

以上�  

ノレ冷設備等の代替冷却源の設置などによる原子炉ならびに使用済燃料プー
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